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新型 コロ ナウ イル スワ クチ ン 職 





的 ) 








衛 1 
) に つ し 





ロナ ウイ ルス 感染 症 緊急 包括 支援 事業 (医療 分 ) 実施 要綱 ( 令 和 3 年 4 月 


新型 コロ ナウ イル ス 成 染 症 に 係る ワク チン の 接種 (以下 「 ワ クチ ン 接 種 」 
\ て 、 地 域 の 負担 を 軽減 し 、 接 種 の 加速 化 を 











域 接 種 事 業 費 補助 金 交 付 要綱 














と し 
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図っ て いく た め 、 令 和 3 年度 新型 コ 











発 0401 第 8 与 ・ 健 発 0401 第 11 号 ・ 薬 生 発 040 





康 局 長 、 厚 生 労 働 省 医薬 ・ 生 活 衛生 
に 基づき 、 中 小 企業 や 大 学 等 が 行 う 職域 接 利 
和 3 年 度 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 染 症 緊急 包括 支援 交付 金 ( 
医 政 0401 第 4 号 ・ 厚 生 労 人 





4 月 1 日 
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1 第 18 号 厚生 労働 省 医 政局 長 、 














厚生 労働 省 発 








局長 連名 











通知 の 別紙 。 以下 「 実 施 要 綱 」 





















































0401 第 67 号 厚生 労働 省 事 務 次 官 通知 の 別紙 。 








(定義 
第 2 こ 
る 。 
(1 ) 


小 企業 を いう 。 
職域 接種 令 和 3 年 6 月 1 


(2 ) 





MY の 
( 祖 




















第 3 第 1 に 


し た 外部 の 
っ て 、 次 の 
超え る 経費 に 限る 。) 





(1 ) 
































する 。 





の 要綱 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 月 














中 小 企 業 中 小 企業 基本 法 (昭和 38 年 法律 第 154 号 ) 第 2 条 第 1 























日 付け 医 政 
厚生 労働 省 健 
だ YO ) 
Em に 要する 経費 に 対し 、 予 算 の 範囲 内 で 、 令 
医療 分 ) 交付 要綱 ( 令 和 3 年 
人 省 発 健 0401 第 6 呈 ・ 厚 生 労働 省 発 薬 生 

















以下 「 交 付 要 綱 」 と いう 。) 


、 風 手 県 神 





i 助 











有 語 の 意義 は 、 























F 助 対象 経費 及び 補助 額 ) 
規定 する 経費 は 、 中 小 企 業 又は 大 学 、 
学校 (以下 「 大 学 等 」 と いう 。) 














日 付け 厚生 労働 省 健康 




















i KN 
短 H RR > 
“スム プ J ヽ 





























さい の 
団 f 


と する 。 









































局 と し て 共同 実施 する も の 。 

































































等 複数 の 企業 で 構成 され る 団 





金 交付 規則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 。 以下 「 規 則 」 と いう 。) 及び この 要綱 に より 
補助 金 を 交付 


項 に 規定 する 中 


局 健康 課 予 防 接種 室 事務 連絡 「 
新型 コロ ナ ワ クチ ン の 職域 接種 の 開始 に つい て 」 に よる 職域 単位 で の ワク チン 接種 を 














高等 専門 学校 若しくは 専門 
(以下 「 中 小 企業 等 」 と いう 。) が 、 そ の 接種 を 委託 
医療 機関 が 当該 中 小 企業 等 の 指定 し た 場所 に 出張 し て 実施 する 職域 接種 で あ 
いずれ か に 該当 する も の を 行う 場合 に 要する 経費 (通常 の 予防 接種 で 対応 を 
(以下 「 補 助 対象 経費 」 
中 小 企業 が 商工 会 議 所 、 総 合 型 健保 組合 、 業 界 
体 を 事務 


































































































(2) 大 学 等 の 職域 接種 で 所 属 の 学生 も 対象 と し 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 緊急 包括 
支援 交付 金 (医療 分 ) 大 学 拠点 接種 に 係る 地域 貢献 の 基準 ( 令 和 3 年 10 月 7 日 文部 科 
学 省 総 合 教育 政策 局長 ・ 高 等 教育 局長 決定 ) (以下 「 地 域 頁 献 基準 」 と いう 。) を 満 
た す も の 。 

2 前 項 に 規定 する 経費 に 対す る 補助 額 は 、 次 に より 計算 し た 額 と する 。 

(1) 総 事業 費 か ら 寄 附 金 そ の 他 の 収入 額 を 控除 し た 額 と 補助 対象 経費 の 実 支出 額 と を 
比較 し て 少な い 方 の 額 を 選定 する 。 

(2) 前 号 に より 選定 し た 額 と 当該 職域 接種 に 係る 接種 回 数 に 1, 000 円 を 乗じ て 得 た 額 
(以下 「 補 助 上 限 額 」 と いう 。) と を 比較 し て 少な い 方 の 額 (当該 額 に 1, 000 円 未満 
の 端数 が 生じ た 場合 は 、 こ れ を 切り 捨て た 額 ) を 補助 額 と する 。 

(補助 事業 の 内 容 の 軽微 な 変更 ) 


























第 4 規則 第 6 条 第 1 項 第 1 号 及 び 第 2 与 に 規定 する 軽微 な 変更 は 、 補 助 金額 の 























肖 額 を 伴 

















わな いも の で 、 か つ 、 補 助 対象 経費 の 20 パ ー セ ント 以内 の 増減 と する 。 


(申請 の 取下げ 期日) 


























第 5 規則 第 8 条 第 1 項 に 規定 する 申請 の 取下げ 期日 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 通知 を 受 



































(立入 検査 等 ) 








領 し た 日 か ら 起 算 し て 15 日 











以内 と する 。 












































第 6 知事 は 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 補 助 事業 者 に 対 し て 必要 な 報告 を 求め 、 
又は 当該 職員 に 、 そ の 事務 所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 帳 島 書類 その 他 の 必要 な 物件 を 検 
査 さ せ 、 若 し く は 関係 者 に 質問 させ る こと が で きる 。 









































2 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 全部 又は 一 部 を 委託 に より 実施 する 場合 に お いて 、 当 該 委 
託 の 業務 を 行う 者 と 契約 を 締結 する に 当たっ て は 、 知 事 が 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る 
た め 、 当 該 要 託 の 業務 を 行う 者 に 対し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職員 に その 事務 























所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 
























































帳 短 書類 その 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 











質問 させ る こと が で きる 冒 の 条件 を 附 さ な けれ ば な ら な い 。 











(書類 の 整備 等 ) 


















































第 7 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 に 係る 補助 金 の 経理 を 明らか に し た 書類 を 整備 し 、 当 該 補 
助 事 業 の 完了 の 日 の 属す る 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 保 管 し て お か な けれ ば な ら 











な い 。 














該 補助 金 に 係る 消費 税 等 


(消費 税 等 仕 入 控除 税額 に 係る 報告 等 ) 
第 8 補助 事業 者 は 、 規 則 第 4 条 の 規定 


仕 入 控除 税額 (補助 金 の 交付 の 対象 と な る 経費 に 含ま れる 消費 






































に 基づき 補助 金 の 交付 を 申請 する に 当たっ て 、 当 















































税 及 び 地 方 消費 税 に 相当 する 額 の うち 、 消 費 税 法 (昭和 63 年 法律 第 108 号 ) の 規定 に よ 
り 仕入れ に 係る 消費 税額 と し て 控除 で きる 部 分 の 金額 と 当該 金額 に 地方 税法 (昭和 25 年 
法律 第 226 号 ) に 規定 する 地方 消費 税 の 税率 を 乗じ て 得 た 額 の 合計 に 補助 率 (当該 補助 
金 の 額 を 当該 経費 の 額 で 除 し て 得 た 率 の こと を いう 。) を 乗じ て 得 た 額 を いう 。 以 下 同 
じ 。) が 明らか で な いた め 、 消 費 税 等 仕 入 控除 税額 を 含め て 補助 金 の 交付 を 申請 し た 場 












































合 に 、 当 該 申請 の 後に 当該 消費 税 等 仕 入 控除 税額 が 明らか に な っ た と き は 、 速 や か に 消 

























































































費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 書 (様式 第 5 号 ) に より 知事 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
2 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 交付 を 受け た 後に 前 項 の 報告 を し た 場合 は 、 当 該 報告 に よる 
知事 の 補助 金 の 返還 命令 を 受け て 、 前 項 の 報告 に 係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 を 返還 し な 
































けれ ば な ら な い 。 
(提出 書類 及び 提出 期日 








第 9 規則 に より 定め る 書類 及び これ に 添付 する 書 北 


する 。 
( 補 則 ) 
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日 は 、 別 表 の と お り と 


第 10 この 要綱 に 定め る も の の ほか 、 事 業 の 実施 に 関し 必要 な 事項 は 別に 定め る 。 


別表 (第 9 関係 ) 




















































































































































































































































































































































































































条 項 | 提出 書類 及び 添付 書類 様 式 提出 期日 
喝 則 第 4 条 の | 新型 コロ ナウ イル スワ ク | 様式 第 1 号 1 部 | 別に 定め る 日 
見 定 に よる 書 | チン 職 域 接 種 事業 費 補助 
類 金 交付 申請 書 
1 申請 額 算出 内 訳書 | 別紙 1 1 部 
2 事業 実施 計画 書 別紙 2 1 部 
3 収支 予算 書 別紙 3 1 部 
4 その 他 知 事 が 必要 と 1 部 
認め る も の 
喝 則 第 6 条 第 | 新型 コロ ナウ イル スワ ク | 様式 第 2 号 当該 事業 の 変更 
1 項 第 1 号 、| チン 職域 接種 事業 費 補助 (中 止 、 廃 止 ) 
第 2 号 及 び 第 | 金 変 更 (中 止 、 廃 止 ) 申 の 理由 の 生じ た 
3 号 の 規定 に | 請書 日 か ら 15 日 以内 
より 承認 を 受 |1 申請 額 算出 内 訳書 | 別紙 1 
ける 場合 の 書 | 2 事業 実施 計画 書 別紙 2 
類 3 収支 予算 書 別紙 3 
4 その 他 知 事 が 必要 と 
認め る も の 
規則 第 13 条 第 | 新型 コロ ナウ イル スワ ク | 様式 第 3 号 当該 事業 の 完了 
1 項 の 規定 に | チン 職域 接種 事業 費 補 助 の 日 (規則 第 6 
よる 書 導 金 実績 報告 書 条 第 1 項 第 3 号 
1 精算 額 算 出 内 訳書 | 別紙 4 に 規定 する 事業 
2 事業 実施 報告 書 別紙 5 の 中 止 又は 廃止 
3 収支 精算 書 別紙 6 の 承認 を 受け た 
4 その 他 知 事 が 必要 と 場合 に は 、 当 該 
認め る も の 承認 の 通知 を 受 
理 し た 日 ) か ら 
新型 コロ ナウ イル スワ ク | 様式 第 4 号 H 算 し て 30 日 
チン 職域 接種 事業 費 補助 
金 請求 書 
1 知事 が 必要 と 認め る 
も の 























